
庁内推進組織（関係部局長・PT・WG）
（教育・総務・みらい・産労・観光・農林・県土 等）

⇒実行計画の具体化・改革先導拠点等支援・文科省対応

実行・調整

地域等からの意見聴取の場
・学区懇談会（４学区）
・市町村教育長懇談会
・私学代表者との意見交換
・県産業教育審議会
・地域産業成長プラン関係16
分野の主要団体・企業

など

高校教育改革に係る推進体制について

意見集約

産業 経済同友会、商工会議所連合会、商工会連合会、中小企業団体中央会、

工業会、産業支援機構、観光物産協会、建設業協会、青年会議所、農業

協同組合、漁業協同組合

教育 山形大学、米沢栄養大学、東北公益文科大学、東北芸術工科大学、東北農林専門

職大学、産業技術短期大学校、PTA連合会、高校PTA連合会、小・中・高校長会

金融 銀行協会

行政 市長会、町村会

教育委員

●実行計画の策定及び推進のために知事・教育委員・産業界・大学等で構成する高校教育改

革推進会議を設置する。補助的な地域の意見聴取の場を設け、協議の参考とする。

●教育局を中心とする庁内推進組織（部局長会議・関係課長PT等が実行段階を担う。

●知事が主催し、４分野25団体及び教育委員から委員を選任する。

●今年度は主に「改革先導拠点の取組及び実行計画案」を協議し、合意形成を図る。

３ 高校教育改革実行計画の策定

高校教育改革実行計画（県）
［期間］Ｒ９～22年度
［盛り込むべき事項］
・本県の人材育成上の課題
・改革の基本方針
・左記３つの柱に対する施策
・学校の配置、規模の適正化
・産業界・大学等との連携・協力体制
・事業期間中の推進体制 など

●文部科学省は、2040年に向けた高校教育改革のグランドデザインを策定。（Ｒ８年２月）

●基金・交付金が措置され、全国に改革先導拠点を創出、取組みを波及展開するねらい。

●都道府県は、ｸ゙ﾗﾝﾄ゙ﾃ゙ｻ゙ｲﾝに沿った「実行計画の策定」と「推進体制の整備」が求められる。（Ｒ８年度中）

未来創造ビジョン（県）
［期間］Ｒ７～16年度
［内容］
・県立高校が取り組むべ
き教育の重点
・県立高校の配置・学科
構成の基本方針 など

●文科省の「グランドデザイン」と本県の「県立高校未来創造ビジョン」との整合性を図ることが必要。

●基金・交付金を活用する県立高校については、その取組みを実行計画に盛り込むことが必要。

グランドデザイン（文科省）
［期間］Ｒ22年を目途
［内容］ ３つの柱
・専門高校の機能強化・高
度化
・普通科改革による特色化・
魅力化
・地理的アクセス・多様な学
びの確保

●本県から改革先導拠点４校の申請に対して、文部科学省からは１校のみの採択（6/30内示）。

●なお、不採択となった高校のある都道府県に対しては追加申請の機会が確保されている。

●追加申請と並行し、早急に「実行計画策定」と「推進体制整備」（申請時の評価にも寄与）に着手する。

新庄神室産業高校
【内示：15億円】

育成を目指す人材/①データ駆動型農業のスペシャリスト、②フィ
ジカルAIのオペレーター、③地域アグリビジネスの起業家
施設整備内容/高大連携・地域連携の拠点となる「SHINJO‐Kラ
ボ」、スマート農業技術や建設DXを学ぶ農業・建設DX実践施設等

４ 実行計画の策定・推進のための体制（全体像）

●年度内に改革推進会議３回の開催を予定。

１ 背景 ２ 本県の改革先導拠点の採択状況

① 産業界、大学、関係団体等からの意見聴取

② 改革先導拠点の改革内容の検討

③ 高等学校教育改革の実行計画案

④ 実行計画の推進に係る連携・協力体制の構築

⑤ 実行段階における進捗状況の検証・改善提案

［文科省］

［都道府県］
上記支援を活用し、公立高校のハード・ソフトの整備を推進

 実行計画の策定、関係団体の連携・協力による計画の推進体制の構築が必要条件

整
合

整
合

８月 第１回改革推進会議（改革先導拠点の取組・実行計画骨子案の協議）

第２回改革推進会議（改革先導拠点の取組決定） ※書面開催

改革先導拠点の追加申請（県→文科省）

９月 県議会（現年度分の改革先導拠点関係補正予算案上程）

産業教育審議会（実行計画骨子案への意見聴取）

10月 学区別懇談会（実行計画骨子案への意見聴取）

11月 市町村教育長懇談会（実行計画骨子案への意見聴取）

12月 実行計画案取りまとめ

県議会・12月定例会（実行計画案の意見聴取）

パブリック・コメント（実行計画案）

１月 第３回改革推進会議（実行計画の策定）

２月 県議会（新年度分の改革先導拠点関係予算案を上程）

［委員構成］ ※知事が委嘱［所掌事項］

６ 今後のスケジュール５ 高校教育改革推進会議の概要

［採 択］

［不採択］ 米沢鶴城高校、山形東
高校、庄内総合高校

不採択の要因分析と申請内容の洗練化を図り、３校の追加採
択を目指す（８月10日頃申請締切り）

高校教育改革推進会議【新設】
（知事・教育委員・産業界・大学等）

⇒協議・連携体制の構築・合意形成

［事務局］

県教育局 高校教育課・教育政策課

令和８年８月５日
第１回山形県高校教育改革推進会議資料

基金による支援〈R8～10年度〉
約３千億円の「高等学校教育改革促進基金」
を措置（１県 最大62億）
改革先導拠点を創出（１県 3～4校）

交付金による支援〈R９年度～〉
交付金等による新たな財政支
援（予定）
改革先導拠点以外の改革を促進

資料１
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